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1.  平成23年9月期の連結業績（平成22年10月1日～平成23年9月30日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年9月期 3,704 △4.8 168 △13.9 206 △6.4 118 △47.4
22年9月期 3,889 4.3 196 53.2 220 106.8 225 437.6

（注）包括利益 23年9月期 118百万円 （△52.2％） 22年9月期 247百万円 （―％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利益

率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

23年9月期 18.60 ― 6.2 6.4 4.6
22年9月期 35.39 ― 12.8 6.7 5.0

（参考） 持分法投資損益 23年9月期  32百万円 22年9月期  27百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年9月期 2,820 1,967 69.7 308.85
22年9月期 3,591 1,874 52.2 294.25

（参考） 自己資本   23年9月期  1,967百万円 22年9月期  1,874百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

23年9月期 △86 △156 △49 700
22年9月期 732 △297 △27 992

2.  配当の状況 

 

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

22年9月期 ― 2.00 ― 2.00 4.00 25 11.3 1.5
23年9月期 ― 2.00 ― 2.00 4.00 25 21.5 1.3
24年9月期(予想) ― 2.00 ― 2.00 4.00 46.3

3.  平成24年9月期の連結業績予想（平成23年10月1日～平成24年9月30日） 
（％表示は、通期は対前期、第2四半期(累計)は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 2,306 △4.3 40 △88.6 46 △87.7 41 △87.1 6.44
通期 4,475 20.8 51 △69.8 59 △71.5 55 △53.6 8.64



4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無  

(2) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

（注）詳細は、添付資料21ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」をご覧ください。 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

（注）１株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、添付資料42ページ「１株当たり情報」をご覧ください。 

新規 ―社 （社名） 、 除外 ―社 （社名）

① 会計基準等の改正に伴う変更  ： 有
② ①以外の変更  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年9月期 6,375,284 株 22年9月期 6,375,284 株
② 期末自己株式数 23年9月期 6,152 株 22年9月期 6,129 株
③ 期中平均株式数 23年9月期 6,369,145 株 22年9月期 6,369,267 株

（参考）個別業績の概要 

1.  平成23年9月期の個別業績（平成22年10月1日～平成23年9月30日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年9月期 3,635 △3.9 166 △14.8 171 △11.8 84 △54.9
22年9月期 3,782 5.3 195 47.4 194 57.2 187 285.2

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

23年9月期 13.31 ―
22年9月期 29.51 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年9月期 2,748 1,900 69.1 298.40
22年9月期 3,549 1,841 51.9 289.08

（参考） 自己資本 23年9月期  1,900百万円 22年9月期  1,841百万円

2.  平成24年9月期の個別業績予想（平成23年10月1日～平成24年9月30日） 
（％表示は、通期は対前期、第2四半期(累計)は対前年同四半期増減率）

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
・この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく連結財務諸表の監査手続
は終了していません。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
・本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際
の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、添付資
料3ページ「１．経営成績（１）経営成績に関する分析」をご覧ください。 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 2,267 △4.6 38 △89.1 39 △88.9 35 △88.1 5.50
通期 4,397 21.0 48 △71.2 50 △70.9 48 △43.4 7.54
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当連結会計年度におけるわが国経済は、前半こそ中国や新興国需要に支えられ企業業績全般に着実

な回復過程にありました。しかしながら後半になって、３月１１日の東日本大震災による甚大な被害

が発生、その後漸く官民挙げての努力により復興の方向が見えてきたところに、欧米各国における財

政と金融不安が日増しに高まった結果、直近においては、史上空前の円高に襲われ、輸出企業に限ら

ず雇用環境等、わが国の実体経済に極めて深刻な影響を与えています。 

建設業界におきましては、製造業の海外移転等により民間設備投資は全面的に低調で、公共投資に

ついても、復興事業の本格化にはなお時間を要しており、厳しい環境が続いています。更に電力業界

におきましては、震災被害対応に加えて、原発問題から発電コストが高まり中長期的な設備投資は不

透明な状況になっております。従って電力流通設備を中心とした当社の受注環境は特段厳しい局面に

至っております。 

かかる環境下で、当社グループは、東北地区に昨年新設した機材センターの能力を充分に活用し、

震災復旧対策工事においては機動力を伴う高い施工能力を発揮した一方で、全社大では経費削減およ

びリスク管理の強化に重点的に取り組み、競争力を高める努力を続けてまいりました。その結果、電

力事業では、東日本大震災による影響を受けながらも、受注額は前連結会計年度とほぼ同程度となり

ました。内線事業では、震災後の設備投資意欲が減少するなか、民間設備工事の受注に注力いたしま

したが、受注については前連結会計年度を大きく下回る結果となりました。また、モバイル事業で

は、東日本大震災に伴う新規案件の大幅な中断により、受注は前連結会計年度を大幅に下回りまし

た。 

以上の結果として、当社グループの当連結会計年度の受注高は24億９千８百万円（前連結会計年度

比28.3%減）、完成工事高は37億４百万円（前連結会計年度比4.8%減）となりました。また、営業利

益は１億６千８百万円（前連結会計年度比13.9%減）、経常利益は２億６百万円（前連結会計年度比

6.4%減）、当期純利益は１億１千８百万円（前連結会計年度比47.4%減）となりました。 

なお、当社グループは、電気工事業以外の事業の重要性が乏しいため、セグメント情報の記載を省

略しております。そのため、セグメント別の記載に代えて事業部門別の概況を記載しております。 

電力事業においては、東北電力株式会社の発注工事を中心に受注の確保に全力を尽くしましたた

め、「東日本大震災」の影響を受けながらも大きく落ち込むこともなく、受注高は16億３千７百万円

（前連結会計年度比1.1％増）、完成工事高は22億８千５百万円（前連結会計年度比14.4％増）とな

りました。 

内線事業においては、公共工事の削減が依然続き、その分を採算面に留意しつつ民間工事の受注に

努めましたが、受注高は７億８千６百万円（前連結会計年度比42.9％減）、完成工事高は10億９千６

百万円（前連結会計年度比16.8％減）となりました。 

モバイル事業においては、東日本大震災に伴う新規案件の大幅な中断により、受注高は７千４百万

円（前連結会計年度比84.6％減）、完成工事高は２億５千万円（前連結会計年度比46.2％減）となり

ました。  

１．経営成績

（１）経営成績に関する分析

（電力事業部門）

（内線事業部門）

（モバイル事業部門）
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次期業績は、東日本大震災の直接・間接の影響により、特に大型工事の受注不振が続き、次期への

繰越工事が大きく減少し、大幅な減益を見込んでおります。 

しかしながら、次期の受注高につきましては、電力事業部門は復興需要が遅れている中にあって

も、修繕・改良の案件が立ち上がる事から、当期に比べれば大型新設案件が減少基調ながらも20億円

台は確保できる予想をしており、また内線事業部門につきましては、市場競争激化の中で、民間を含

めた官公庁工事を主流に営業をかけ、20億円強の受注量の確保を予想しております。モバイル事業部

門は、良質案件への絞り込みを経て、本格的な受注活動に入るものの、市場規模と現施工体制の経済

性より、９億円台の受注を予想し、全社としては、当期に比べ強含みと予想しています。 

以上の結果、当社全体としては、受注高53億５千４百万円（当連結会計年度比114.3％増）と、当

連結会計年度を大幅に上回るものと予想しております。 

次に完成工事高につきましては、全事業部門において次期の工事の取込量から、当連結会計年度を

上回るものと考えており、完成工事高44億７千５百万円（当連結会計年度比20.8％増）、営業利益５

千１百万円（当連結会計年度比69.8％減）、経常利益５千９百万円（当連結会計年度比71.5％減）及

び当期純利益５千５百万円（当連結会計年度比53.6％減）を予想しております。 

  

当連結会計年度末における財政状態は以下のとおりであります。 

当連結会計年度末における資産合計は28億２千万円となり、前連結会計年度末に比べ７億７千１

百万円減少しております。減少の主な要因は、仕入債務の支払による現金預金２億９千２百万円の

減少、受取手形・完成工事未収入金の回収による２億６千７百万円の減少、および手持工事量の減

少による未成工事支出金２億５千１百万円が減少したことによるものであります。 

当連結会計年度末における負債合計は８億５千３百万円となり、前連結会計年度末に比べ８億６

千４百万円減少しております。減少の主な要因は、工事未払金の支払による３億２千５百万円の減

少、および期末手持工事における未成工事受入金が４億５千７百万円減少したことによるものであ

ります。 

当連結会計年度末における純資産合計は19億６千７百万円となり、前連結会計年度末に比べ９千

２百万円増加しております。増加の主な要因は、当期純利益１億１千８百万円を計上したことによ

るものであります。 

なお、自己資本比率は総資産の減少も重なり、前連結会計年度末52.2％に対し当連結会計年度末

は69.7％と、17.5ポイント増加いたしました。 

（次期の見通し）

（２）財政状態に関する分析

① 資産、負債及び純資産の状況

(イ) 資産

(ロ) 負債

(ハ) 純資産
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当連結会計年度における現金及び現金同等物(以下「資金」という)は、営業活動により８千６百万

円減少し、投資活動により１億５千６百万円減少し、財務活動により４千９百万円減少いたしまし

た。その結果、前連結会計年度末に比べ２億９千２百万円減少し、当連結会計年度末の資金残高は７

億円となっております。 

なお、当連結会計年度の各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

営業活動によるキャッシュ・フローは、前連結会計年度７億３千２百万円の資金の増加に対し、

当連結会計年度は８千６百万円の資金の減少となりました。この主な要因として税金等調整前当期

純利益１億７千９百万円に加え、増加要因として売上債権の減少２億６千７百万円と未成工事支出

金の減少２億５千１百万円もありましたが、減少要因として仕入債務の減少３億２千４百万円と未

成工事受入金の減少４億５千７百万円があったことによるものであります。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、前連結会計年度２億９千７百万円の資金の減少に対し、

当連結会計年度は１億５千６百万円の資金の減少となりました。これは主に投資有価証券の取得に

よる支出１億円によるものであります。 

財務活動によるキャッシュ・フローは、前連結会計年度２千７百万円の資金の減少に対し、当連

結会計年度は４千９百万円の資金の減少となりました。これは主として長期借入金の返済による支

出２千万円と配当金の支払額２千５百万円によるものであります。 

  

 
(注) １ 各指標は、いずれも連結ベースで作成しております。 

自己資本比率            ：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率      ：株式時価総額／総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率 ：有利子負債／営業活動によるキャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ  ：営業活動によるキャッシュ・フロー／利払い 

２ 株式時価総額は、期末の終値×期末の自己株式を除く発行済株式総数により算定しております。 

３ 営業キャッシュ・フロー及び利払いは、連結キャッシュ・フロー計算書に記載されている数値を用いて算定

しております。 

４ 平成23年度９月期のキャッシュ・フロー対有利子負債比率及びインタレスト・ガバレッジ・レシオは、営業

活動によるキャッシュ・フローがマイナスのため記載しておりません。 

  

② 連結キャッシュ・フローの状況

(イ) 営業活動によるキャッシュ・フロー

(ロ) 投資活動によるキャッシュ・フロー

(ハ) 財務活動によるキャッシュ・フロー

(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移

平成21年９月期 平成22年９月期 平成23年９月期

自己資本比率(％) 54.0 52.2 69.7

時価ベースの自己資本比率(％) 22.5 29.3 48.3

キャッシュ・フロー対有利子負債比率(％) 
(注)４

29.2 12.3 ―

インタレスト・カバレッジ・レシオ(倍) 
(注)４

62.3 326.5 ―
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当社は株主に対する利益還元を重要な経営課題とし、より安定的な配当を実施することを株主還元

の基本方針としております。他方、会社を取り巻く環境の変化に適宜対応していくことも重要な課題

であり、そのバランスを取りつつ、適正な配当を継続すべく心がけております。 

この基本方針に基づき、平成23年９月期につきましては、当社の財務状況及び業績等を総合的に勘

案して、剰余金の配当（期末配当）を１株当たり２円と予定しております。なお当社は当事業年度に

おきまして中間配当２円を行いましたので、年間４円となる予定でおります。 

次期の配当につきましては、引き続き前述の基本方針に基づき、１株当たり年間配当額４円（中間

配当２円、期末配当２円）を計画しております。 

  

当社グループの経営成績及び財政状態等に影響を及ぼす可能性のあるリスクには、次のようなもの

があります。 

官公庁の公共投資抑制により、官公庁からの更なる発注の減少が継続した場合、当社グループの

業績及び財政状態等に影響を及ぼす可能性があります。 

当社グループの最近の２連結会計年度において販売依存度が完成工事高実績の10％を超える得意

先は下表のとおりであります。 

 
これら得意先からの受注動向がグループ全体の経営成績に影響を与える可能性があります。 

  

一般の民間電気設備投資については、引き続き盛り上がりに欠けております。今後、更なる投資

水準が縮小し続けた場合には、価格競争が一層進むことが予想され、当社グループの業績及び財政

状態等に影響を及ぼす可能性があります。 

工事に伴う資材等の価格が高騰し、その価格が受注価格に反映されないケースが発生した場合

は、当社グループの業績及び財政状態等に影響を及ぼす場合があります。 

  

大規模災害等の発生及びそれに伴うライフラインの停止や燃料・資材・人員の不足による工事の中

断・遅延、事業所の建物・資機材への損害等の不測の事態が発生した場合、当社グループの業績及び

財政状態等に影響を及ぼす可能性があります。 

（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

（４）事業等のリスク

① 受注及び完成工事高

(イ) 官公庁の公共投資抑制

(ロ) 取引先への依存リスク

前連結会計年度
(自 平成21年10月１日
至 平成22年９月30日)

当連結会計年度
(自 平成22年10月１日
至 平成23年９月30日)

相手先 金額 (千円) 割合 (％) 相手先 金額 (千円) 割合 (％)

東北電力株式会社 1,734,746 44.6 東北電力株式会社 1,893,099 51.1

② 経済状況

(イ) 民間工事の価格競争

(ロ) 資材価格の変動

③ 大規模災害による影響
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当企業集団は当社、子会社１社及び関連会社１社により構成され、主に送電線工事、電気設備工事及び

情報通信工事を施工する電気工事業、建設機械工具維持管理業及びビル清掃・管理業等を営んでおりま

す。 

事業内容と当社及び関係会社の当該事業にかかる位置づけは、次のとおりであります。 

なお、セグメント情報を記載していないため、事業部門別に区分し記載しております。 

  

 
  

事業の系統図は次のとおりであります。 

  
 

  

２．企業集団の状況

区分 内容 関係会社

電気 
工事業

電力事業

架空送電線建設工事・地中送電線建設工
事・変電所工事・土木工事等の測量設計・
送電線建設工事用機械工具の開発及び製造
販売

当社
株式会社システック・エンジニ
アリング

内線事業
電気設備工事設計施工・計装設備工事設計
施工・情報通信設備工事設計施工・防災防
犯設備工事設計施工

当社

モバイル事業

情報通信工事（移動体無線中継基地の基
礎・組立・外構・アンテナ工事）・海外工
事（送電線建設工事）・海外向け送電線建
設工事用機械工具の販売・その他新規事業

当社

その他
の 
事業

建設機械工具 
維持管理業

送電線建設工事用機械工具の維持、管理及
び賃貸業・不動産事業

当社

ビル清掃・管理業
ビル清掃・有人警備・機械警備・内装工事
設計施工・産業廃棄物処理業

富士装備株式会社

山加電業(株)（1789）平成23年９月期決算短信

7



当社グループは経営理念として、人を大切にする心と、ゆたかな社会を創造する技術を結集し、新

しい時代に貢献する企業をめざして、公益事業に参入し社会基盤の構築を進めてまいりました。 

これからも「良識と実践」の行動憲章のもと、社会全体の信頼に寄与することを経営の基本方針と

してまいります。 

  

当社グループは、株主資本及び経営効率の更なる向上を目指すことが企業価値の向上に繋がること

と考えております。経営目標としては継続的に経常利益及び当期純利益を計上し、株主資本を増加さ

せることに注力して経営に取り組んでまいります。 

  

電力事業においては、工事の付加価値を高めるべく、経年劣化や地上高対策を伴う改良案件受注に

向けて、山加電業独自性を押し出しての受注活動を行い、震災関連の復興事業に対する本格着手まで

の準備期間といたします。 

内線事業においては、今後増加が期待できる官公庁案件において、ピークにあわせた人材配置によ

る作業の効率化を進めます。民間と官公庁の工事量の均衡と、作業員の高活用化により、工事原価を

低減させ、コスト競争力強化を更に進め、事業収益基盤を強化します。 

モバイル事業においては、ブロードバンドの全国整備で工事量が順調に推移する中で、客先の絞込

みにより施工手法の統一化を進め、作業効率の向上を図り、原価低減策を追求します。また、急激に

膨らむ市場に対応すべく管理社員と作業員の増補による、施工力の向上を図ることといたします。 

同時に、常に安全に留意し、客先により安心いただける努力を継続します。 

これらの戦略の遂行により、中長期的な利益の確保により、売上高、純利益の向上により、長期的

なグループ価値の向上を図ります。 

  

３．経営方針

（１）会社の経営の基本方針

（２）目標とする経営指標

（３）中長期的な会社の経営戦略
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長年、当社グループが大きな柱としております電力流通設備については、主要顧客である東北電力

株式会社が３月に発生した「東日本大震災」により電源設備に甚大な損害を受けるという事態を受

け、電源設備等の損害の復旧・整備が最優先の設備投資案件となり、電力流通設備を主力とする当社

の受注環境は、厳しい状況を呈しております。しかしながら、超高圧線路の経年劣化や地上高対策を

伴う改良工事はその必要性がますます高まっております。当社独自の鉄塔嵩上げ工法を更に改良し、

低コストと短工期で電力会社のニーズに応えることで受注確保を目指してまいります。 

内線電気設備については、今後官公庁を中心として発注されるであろう東日本大震災の復興需要を

どう受注に結びつけるかが最大の課題と認識しております。 

モバイル通信設備については、ブロードバンドの全国整備で工事量は順調に推移しております。た

だ、外注費と材料費の高騰からコスト削減が厳しく、現状では採算面での利幅は少なくなっておりま

す。 

今後の経営環境については、厳しい受注競争が引き続き持続することが予想されます。このような

状況に対処するためには、当社グループはあらゆる手を尽くし経験を積んだ社員や熟練した技能工の

雇用を確保し、良質な設備投資案件の受注に向け、研修や研鑽を重ね、高度な施工技術を保ったまま

コスト削減による競争力を追求し、企業体質の強化に努め利益確保に注力することに尽きると考えて

おります。 

このような中、我々のなすべき施策は限りがありません。このことを肝に銘じ、なお一層の努力を

続けてまいります。 

（４）会社の対処すべき課題
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４．連結財務諸表

（１）連結貸借対照表

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成22年９月30日)

当連結会計年度
(平成23年９月30日)

資産の部

流動資産

現金預金 992,207 700,051

受取手形・完成工事未収入金等 ※３ 764,185 496,726

有価証券 － 100,867

未成工事支出金 ※５ 404,958 ※５ 153,278

繰延税金資産 69,341 20,611

その他 24,236 14,174

貸倒引当金 △9,533 △1,494

流動資産合計 2,245,396 1,484,215

固定資産

有形固定資産

建物・構築物 ※２ 427,238 ※２ 431,868

機械・運搬具 160,795 162,806

工具器具・備品 219,070 245,257

土地 ※２・４ 379,506 ※２・４ 359,351

建設仮勘定 1,262 1,100

減価償却累計額 △565,712 －

減価償却累計額及び減損損失累計額 － △632,355

有形固定資産合計 622,161 568,029

無形固定資産 6,029 6,146

投資その他の資産

投資有価証券 ※１ 355,645 ※１ 380,675

長期貸付金 545,801 565,801

保険積立金 334,771 335,454

その他 27,754 25,989

貸倒引当金 △545,897 △545,801

投資その他の資産合計 718,074 762,119

固定資産合計 1,346,265 1,336,294

資産合計 3,591,662 2,820,510
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成22年９月30日)

当連結会計年度
(平成23年９月30日)

負債の部

流動負債

工事未払金 547,301 221,840

1年内返済予定の長期借入金 20,000 20,000

未払法人税等 2,990 24,634

未払消費税等 84,157 －

未成工事受入金 637,179 179,311

賞与引当金 71,574 53,676

工事損失引当金 ※５ 21,881 ※５ 36,650

完成工事補償引当金 510 300

その他 57,858 80,734

流動負債合計 1,443,452 617,148

固定負債

長期借入金 70,000 50,000

退職給付引当金 186,385 176,737

再評価に係る繰延税金負債 ※４ 17,679 ※４ 9,496

固定負債合計 274,065 236,234

負債合計 1,717,518 853,382

純資産の部

株主資本

資本金 989,669 989,669

資本剰余金 821,016 821,016

利益剰余金 229,553 334,516

自己株式 △1,884 △1,890

株主資本合計 2,038,355 2,143,312

その他の包括利益累計額

土地再評価差額金 ※４ △164,212 ※４ △176,184

その他の包括利益累計額合計 △164,212 △176,184

純資産合計 1,874,143 1,967,127

負債純資産合計 3,591,662 2,820,510
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

 連結損益計算書

(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成21年10月１日
至 平成22年９月30日)

当連結会計年度
(自 平成22年10月１日
至 平成23年９月30日)

完成工事高 3,889,365 3,704,404

完成工事原価 ※３ 3,157,023 ※３ 2,981,133

完成工事総利益 732,342 723,270

販売費及び一般管理費 ※１ 536,166 ※１ 554,409

営業利益 196,175 168,861

営業外収益

受取利息 1,690 3,163

受取配当金 4 178

投資事業組合運用益 － 104

持分法による投資利益 27,032 32,956

その他 2,556 5,064

営業外収益合計 31,284 41,468

営業外費用

支払利息 2,322 2,033

支払保証料 － 561

投資事業組合運用損 782 －

訴訟関連費用 1,046 －

その他 2,481 975

営業外費用合計 6,632 3,570

経常利益 220,827 206,759

特別利益

貸倒引当金戻入額 7,579 8,135

債務免除益 3,489 －

特別利益合計 11,068 8,135

特別損失

減損損失 － ※４ 27,849

災害による損失 － 5,486

投資有価証券売却損 20,586 －

その他 ※２ 183 ※２ 1,807

特別損失合計 20,769 35,143

税金等調整前当期純利益 211,126 179,752

法人税、住民税及び事業税 14,488 20,738

法人税等調整額 △28,741 40,546

法人税等合計 △14,252 61,285

少数株主損益調整前当期純利益 － 118,467

当期純利益 225,378 118,467

山加電業(株)（1789）平成23年９月期決算短信

12



 連結包括利益計算書

(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成21年10月１日
至 平成22年９月30日)

当連結会計年度
(自 平成22年10月１日
至 平成23年９月30日)

少数株主損益調整前当期純利益 － 118,467

その他の包括利益

その他の包括利益合計 － ※２ －

包括利益 － ※１ 118,467

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 － 118,467

少数株主に係る包括利益 － －
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（３）連結株主資本等変動計算書

(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成21年10月１日
至 平成22年９月30日)

当連結会計年度
(自 平成22年10月１日
至 平成23年９月30日)

株主資本

資本金

前期末残高 989,669 989,669

当期末残高 989,669 989,669

資本剰余金

前期末残高 821,016 821,016

当期末残高 821,016 821,016

利益剰余金

前期末残高 16,913 229,553

当期変動額

剰余金の配当 △12,738 △25,476

当期純利益 225,378 118,467

土地再評価差額金の取崩 － 11,972

当期変動額合計 212,640 104,962

当期末残高 229,553 334,516

自己株式

前期末残高 △1,860 △1,884

当期変動額

自己株式の取得 △23 △6

当期変動額合計 △23 △6

当期末残高 △1,884 △1,890

株主資本合計

前期末残高 1,825,739 2,038,355

当期変動額

剰余金の配当 △12,738 △25,476

当期純利益 225,378 118,467

自己株式の取得 △23 △6

土地再評価差額金の取崩 － 11,972

当期変動額合計 212,616 104,956

当期末残高 2,038,355 2,143,312
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(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成21年10月１日
至 平成22年９月30日)

当連結会計年度
(自 平成22年10月１日
至 平成23年９月30日)

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金

前期末残高 △22,349 －

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

22,349 －

当期変動額合計 22,349 －

当期末残高 － －

土地再評価差額金

前期末残高 △164,212 △164,212

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

－ △11,972

当期変動額合計 － △11,972

当期末残高 △164,212 △176,184

その他の包括利益累計額合計

前期末残高 △186,562 △164,212

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

22,349 △11,972

当期変動額合計 22,349 △11,972

当期末残高 △164,212 △176,184

純資産合計

前期末残高 1,639,177 1,874,143

当期変動額

剰余金の配当 △12,738 △25,476

当期純利益 225,378 118,467

自己株式の取得 △23 △6

土地再評価差額金の取崩 － 11,972

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 22,349 △11,972

当期変動額合計 234,966 92,984

当期末残高 1,874,143 1,967,127
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成21年10月１日
至 平成22年９月30日)

当連結会計年度
(自 平成22年10月１日
至 平成23年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 211,126 179,752

減価償却費 46,739 61,352

減損損失 － 27,849

貸倒引当金の増減額（△は減少） △7,350 △8,135

賞与引当金の増減額（△は減少） 11,163 △17,898

退職給付引当金の増減額（△は減少） △39,417 △9,648

工事損失引当金の増減額（△は減少） 15,721 14,769

完成工事補償引当金の増減額（△は減少） △1,390 △210

受取利息及び受取配当金 △1,694 △3,342

支払利息 2,322 2,033

投資有価証券売却損益（△は益） 20,586 －

持分法による投資損益（△は益） △27,032 △32,956

投資事業組合運用損益（△は益） 782 △104

売上債権の増減額（△は増加） 63,917 267,555

未成工事支出金の増減額（△は増加） 38,325 251,680

仕入債務の増減額（△は減少） △9,149 △324,485

未払金の増減額（△は減少） △1,185 6,700

未払消費税等の増減額（△は減少） 63,513 △53,829

未成工事受入金の増減額（△は減少） 327,343 △457,867

その他の資産の増減額（△は増加） 57,394 11,529

その他の負債の増減額（△は減少） △13,396 △6,053

小計 758,319 △91,310

利息及び配当金の受取額 7,227 9,985

利息の支払額 △2,243 △1,950

法人税等の支払額 △30,954 △7,363

法人税等の還付額 － 3,831

営業活動によるキャッシュ・フロー 732,349 △86,808

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △150,490 △33,455

投資有価証券の取得による支出 △305,776 △100,000

投資有価証券の売却による収入 154,254 －

貸付けによる支出 △2,000 △20,000

貸付金の回収による収入 9,174 333

保険積立金の積立による支出 △3,143 △3,142

保険積立金の解約による収入 － 3,195

その他の支出 △266 △4,949

その他の収入 603 1,814

投資活動によるキャッシュ・フロー △297,643 △156,204
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(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成21年10月１日
至 平成22年９月30日)

当連結会計年度
(自 平成22年10月１日
至 平成23年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 － 70,000

短期借入金の返済による支出 － △70,000

長期借入金の返済による支出 △10,000 △20,000

自己株式の取得による支出 △23 △6

配当金の支払額 △13,171 △25,244

リース債務の返済による支出 △3,893 △3,893

財務活動によるキャッシュ・フロー △27,088 △49,143

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 407,617 △292,156

現金及び現金同等物の期首残高 584,590 992,207

現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 992,207 ※１ 700,051

山加電業(株)（1789）平成23年９月期決算短信

17



該当事項はありません。 

  

  

（５）継続企業の前提に関する注記

（６）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前連結会計年度

(自 平成21年10月１日
至 平成22年９月30日)

当連結会計年度
(自 平成22年10月１日
至 平成23年９月30日)

１ 連結の範囲に関する事項 連結子会社数  １社

連結子会社は富士装備株式会社であ

ります。

従来、連結子会社であった株式会社

ワイ・イー・ティは清算したため、当

連結会計年度より連結の範囲から除い

ております。

なお、清算結了までの損益計算書に

ついては連結しております。

連結子会社数  １社

連結子会社は富士装備株式会社であ

ります。

非連結子会社数  該当ありません。 非連結子会社数  該当ありません。

２ 持分法の適用に関する事項 持分法適用の関連会社数  １社

持分法適用の関連会社は株式会社シ

ステック・エンジニアリングでありま

す。

持分法適用の関連会社数  １社

同左

３ 連結子会社の事業年度等に

関する事項

全ての連結子会社の事業年度末日と連

結決算日は一致しております。

同左

４ 会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及

び評価方法

(イ)有価証券 満期保有目的の債券

償却原価法(定額法)

満期保有目的の債券

同左

その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価

法(評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法に

より算定)

その他有価証券

時価のあるもの

同左

時価のないもの 

移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

なお、投資事業有限責任組合及び

それに類する組合への出資(金融商品

取引法第２条第２項により有価証券

とみなされるもの)については、組合

契約に規定される決算報告日に応じ

て入手可能な最近の決算書を基礎と

し、持分相当額を純額で取り込む方

法によっております。

 

(ロ)たな卸資産 未成工事支出金

個別法による原価法

商品・材料貯蔵品

最終仕入原価法による原価法（貸借

対照表価額は収益性の低下に基づく簿

価切下げの方法により算定）によって

おります。

未成工事支出金

同左

商品・材料貯蔵品

同左

山加電業(株)（1789）平成23年９月期決算短信

18



項目
前連結会計年度

(自 平成21年10月１日
至 平成22年９月30日)

当連結会計年度
(自 平成22年10月１日
至 平成23年９月30日)

(2) 重要な減価償却資産の減

価償却の方法 

 

有形固定資産（リース資産を除く）

定率法。ただし、平成10年４月１日

以降に取得した建物(建物附属設備を除

く)は定額法。

主な耐用年数 

建物・構築物  ９年～47年

また、平成19年３月31日以前に取得

したものについては、償却可能限度額

まで償却が終了した翌年から５年間で

均等償却する方法によっております。

有形固定資産（リース資産を除く）

同左

無形固定資産（リース資産を除く）

定額法。ただし、ソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間(５

年)に基づく定額法。

無形固定資産（リース資産を除く）

同左

リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース

取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価

額をゼロとして算定する定額法によっ

ております。

なお、所有権移転外ファイナンス・

リース取引のうち、リース取引開始日

が平成20年９月30日以前のリース取引

については、通常の賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理によっておりま

す。

リース資産

同左

(3) 重要な引当金の計上基準 貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては、個別に回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上しております。

貸倒引当金

同左

賞与引当金

従業員に対する賞与の支給に備える

ため、支給見込額を計上しておりま

す。

賞与引当金

同左

役員賞与引当金

役員に対する賞与の支給に備えるた

め、支給見込額を計上することとして

おりますが、当連結会計年度は支給予

定がないため計上しておりません。

役員賞与引当金

同左

工事損失引当金

当連結会計年度末手持工事のうち損

失の発生が見込まれるものについて、

将来の損失に備えるため、その損失見

込額を計上しております。

工事損失引当金

同左

完成工事補償引当金

完成引渡済工事に係るかし担保の費

用に備えるため、過年度の実績を基礎

に将来の補償見込額を加味して算定し

た見積補償額を計上しております。

完成工事補償引当金

同左
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項目
前連結会計年度

(自 平成21年10月１日
至 平成22年９月30日)

当連結会計年度
(自 平成22年10月１日
至 平成23年９月30日)

退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債務

の見込額に基づき、当連結会計年度末

において発生していると認められる額

を計上しております。

退職給付引当金

同左

(4) 重要な収益及び費用の計

上基準

完成工事高及び完成工事原価の計上基準

当連結会計年度に着手した工事契約

から当連結会計年度末までの進捗部分

について成果の確実性が認められる工

事については工事進行基準（工事の進

捗率の見積りは原価比例法）を、その

他の工事については工事完成基準を適

用しております。

なお、平成21年９月30日以前に着手

した工事契約のうち、長期大型工事

（工期１年以上、かつ請負金額３億円

以上）については工事進行基準を、そ

の他の工事については工事完成基準を

引き続き適用しております。

完成工事高及び完成工事原価の計上基準

当連結会計年度末までの進捗部分に

ついて成果の確実性が認められる工事

については工事進行基準（工事の進捗

率の見積りは原価比例法）を、その他

の工事については工事完成基準を適用

しております。

なお、平成21年９月30日以前に着手

した工事契約のうち、長期大型工事

（工期１年以上、かつ請負金額３億円

以上）については工事進行基準を、そ

の他の工事については工事完成基準を

引き続き適用しております。

（会計方針の変更）

請負工事に係る収益の計上基準につ

いては、従来、長期大型工事（工期１

年以上、かつ請負金額３億円以上）に

ついては工事進行基準を、その他の工

事については工事完成基準を適用して

おりましたが、「工事契約に関する会

計基準」（企業会計基準第15号 平成

19年12月27日）及び「工事契約に関す

る会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第18号 平成19年12月27

日）を当連結会計年度より適用し、当

連結会計年度に着手した工事契約か

ら、当連結会計年度末までの進捗部分

について成果の確実性が認められる工

事については工事進行基準（工事の進

捗率の見積りは原価比例法）を、その

他の工事については工事完成基準を適

用しております。

なお、平成21年９月30日以前に着手

した工事契約のうち、長期大型工事

（工期１年以上、かつ請負金額３億円

以上）については工事進行基準を、そ

の他の工事については工事完成基準を

引き続き適用しております。

これにより、従来の方法によった場

合と比べ、完成工事高は752,913千円増

加し、営業利益、経常利益及び税金等

調整前当期純利益は68,369千円増加し

ております。

―――――――
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項目
前連結会計年度

(自 平成21年10月１日
至 平成22年９月30日)

当連結会計年度
(自 平成22年10月１日
至 平成23年９月30日)

(5) 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範囲

――――――― 連結キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金(現金及び現金同等物)は、手

許現金、要求払預金及び容易に換金可

能であり、かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない取得日から

３ヶ月以内に償還期限の到来する短期

投資からなっております。

(6) その他連結財務諸表作成

のための重要な事項

消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

消費税等の会計処理

同左

５ 連結子会社の資産及び負債

の評価に関する事項

連結子会社の資産及び負債の評価方

法については、全面時価評価法を採用

しております。

―――――――

６ 連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲

連結キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金(現金及び現金同等物)は、手

許現金、要求払預金及び容易に換金可

能であり、かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない取得日から

３ヶ月以内に償還期限の到来する短期

投資からなっております。

―――――――

（７）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

(会計方針の変更)

前連結会計年度
(自 平成21年10月１日
至 平成22年９月30日)

当連結会計年度
(自 平成22年10月１日
至 平成23年９月30日)

――――――― (資産除去債務に関する会計基準等)

当連結会計年度より、「資産除去債務に関する会計基

準」（企業会計基準第18号  平成20年３月31日）及び

「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第21号  平成20年３月31日）を適用して

おります。

これにより、当連結会計年度の営業利益、経常利益は

それぞれ252千円減少し、税金等調整前当期純利益は

1,772千円減少しております。
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(表示方法の変更)

前連結会計年度
(自 平成21年10月１日
至 平成22年９月30日)

当連結会計年度
(自 平成22年10月１日
至 平成23年９月30日)

――――――― (連結貸借対照表関係)

未払消費税等

前連結会計年度において区分掲記しておりました

が、金額が僅少となったため、当連結会計年度にお

いては流動負債の「その他」に含めて表示しており

ます。

なお、当連結会計年度は流動負債の「その他」に

30,328千円含まれております。

(連結損益計算書関係)

当連結会計年度より、「連結財務諸表に関する会

計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26

日）に基づき、「財務諸表等の用語、様式及び作成

方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」

（平成21年３月24日 内閣府令第５号）を適用し、

「少数株主損益調整前当期純利益」の科目で表示し

ております。

支払保証料

前連結会計年度において営業外費用の「その他」

に含めて表示しておりましたが、当連結会計年度に

おいては営業外費用総額の100分の10を超えたため区

分掲記しております。

なお、前連結会計年度は営業外費用の「その他」

に593千円含まれております。

(追加情報)

前連結会計年度
(自 平成21年10月１日
至 平成22年９月30日)

当連結会計年度
(自 平成22年10月１日
至 平成23年９月30日)

――――――― 当連結会計年度より、「包括利益の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第25号 平成22年６月30日）を適

用しております。ただし、「その他の包括利益累計額」

及び「その他の包括利益累計額合計」の前連結会計年度

の金額は、「評価・換算差額等」及び「評価・換算差額

等合計」の金額を記載しております。
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（８）連結財務諸表に関する注記事項

(連結貸借対照表関係)

前連結会計年度
(平成22年９月30日)

当連結会計年度
(平成23年９月30日)

※１ 関連会社に対する資産は次のとおりであります。

投資有価証券（株式） 43,103千円

※１ 関連会社に対する資産は次のとおりであります。

投資有価証券（株式） 76,060千円

※２ 担保資産

このうち、特殊当座貸越契約の担保として供し

ているものは下記のとおりであります。なお、当

連結会計年度末における当座借越額はありませ

ん。

土 地 207,358千円（帳簿価額）

建 物 24,383千円（帳簿価額）

 計 231,742千円（帳簿価額）

※２ 担保資産

このうち、特殊当座貸越契約の担保として供し

ているものは下記のとおりであります。なお、当

連結会計年度末における当座借越額はありませ

ん。

土 地 207,358千円（帳簿価額）

建 物 22,091千円（帳簿価額）

 計 229,450千円（帳簿価額）

※３ 手形割引高

受取手形割引高 3,750千円

  ３ 手形割引高

受取手形割引高 20,738千円

 

※４ 事業用土地の再評価

「土地の再評価に関する法律」(平成10年３月

31日公布法律第34号)及び「土地の再評価に関す

る法律の一部を改正する法律」(平成11年３月31

日公布法律第24号)に基づき、事業用の土地の再

評価を行い、土地再評価差額金を純資産の部に計

上しております。

再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３

月31日公布政令第119号)第２条第３号に定める固

定資産評価額及び同条第４号に定める路線価に基

づいて、合理的な調整を行って算出しておりま

す。

再評価を行った年月日 平成12年９月30日

なお、再評価を行った事業用土地の当連結会計

年度末における時価の合計額は再評価後の帳簿価

額の合計額を89,173千円下回っております。

 

※４ 事業用土地の再評価

「土地の再評価に関する法律」(平成10年３月

31日公布法律第34号)及び「土地の再評価に関す

る法律の一部を改正する法律」(平成11年３月31

日公布法律第24号)に基づき、事業用の土地の再

評価を行い、土地再評価差額金を純資産の部に計

上しております。

再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３

月31日公布政令第119号)第２条第３号に定める固

定資産評価額及び同条第４号に定める路線価に基

づいて、合理的な調整を行って算出しておりま

す。

再評価を行った年月日 平成12年９月30日

なお、再評価を行った事業用土地の当連結会計

年度末における時価の合計額は再評価後の帳簿価

額の合計額を74,700千円下回っております。

※５ 未成工事支出金及び工事損失引当金の表示

損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工

事支出金と工事損失引当金は、相殺せずに両建て

で表示しております。

損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工

事支出金のうち、工事損失引当金に対応する額は

73,047千円であります。

※５ 未成工事支出金及び工事損失引当金の表示

損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工

事支出金と工事損失引当金は、相殺せずに両建て

で表示しております。

損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工

事支出金のうち、工事損失引当金に対応する額は

56,246千円であります。
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※１  当連結会計年度の直前連結会計年度における包括利益 

 
  

※２  当連結会計年度の直前連結会計年度におけるその他の包括利益 

 
  

(連結損益計算書関係)

前連結会計年度
(自 平成21年10月１日
至 平成22年９月30日)

当連結会計年度
(自 平成22年10月１日
至 平成23年９月30日)

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

  役員報酬 72,222千円

  従業員給料手当 193,549千円

  退職給付費用 19,070千円

  貸倒引当金繰入額 229千円

  賞与引当金繰入額 19,227千円  

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

  役員報酬 72,115千円

  従業員給料手当 209,099千円

  退職給付費用 22,308千円

  賞与引当金繰入額 14,102千円

※２ 特別損失の「その他」は、電話加入権評価損であ

ります。

※２ 特別損失の「その他」は、資産除去債務会計基準

の適用に伴う影響額1,520千円及び電話加入権評

価損287千円であります。

※３ 完成工事原価に含まれている工事損失引当金繰入

額は15,721千円であります。

※３ 完成工事原価に含まれている工事損失引当金繰入

額は14,769千円であります。

―――――――

 

※４  減損損失

当社グループは、以下の資産グループについて減

損損失を計上しました。

用途 種類 場所 その他

福利厚生施設
（遊休資産）

建物・構築物 

工具器具・備品 

土地

長野県北佐久
郡軽井沢町

―

当社グループは、事業資産においては事業部門別

の区分を基準に、遊休資産においては個別物件単位

で、福利厚生施設等に関しては共用資産として、資

産のグルーピングを行っております。

当該施設は、職員に対する福利厚生施設として利

用しておりましたが、今後は利用を廃止し、遊休資

産となる予定のため、帳簿価額を回収可能価額まで

減額し、当該減少額を減損損失（27,849千円）とし

て特別損失に計上いたしました。

減損損失の内訳は、建物・構築物7,501千円、工

具器具・備品192千円、土地20,155千円でありま

す。

なお、当資産グループの回収可能価額は正味売却

価額により測定しており、建物・構築物、工具器

具・備品については合理的な処分価額で、土地につ

いては固定資産税評価額を基礎とした指標により評

価しております。

(連結包括利益計算書関係)

当連結会計年度(自 平成22年10月１日 至 平成23年９月30日)

親会社株主に係る包括利益 247,728千円

少数株主に係る包括利益 ― 〃

計 247,728千円

その他有価証券評価差額金 22,349千円

計 22,349千円
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（変更事由の概要）普通株式の自己株式数の増加139株は、単元未満株式の買取によるものであります。 

  

該当事項はありません。 

  

 
  

 
  

(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自 平成21年10月１日 至 平成22年９月30日)

１ 発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 6,375,284 ― ― 6,375,284

２ 自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株)               5,990 139 ― 6,129

３ 新株予約権等に関する事項

４ 配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり配当額

(円)
基準日 効力発生日

平成22年４月28日 
取締役会

普通株式 12,738 2.00 平成22年３月31日 平成22年６月21日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成22年12月22日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 12,738 2.00 平成22年９月30日 平成22年12月24日
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（変更事由の概要）普通株式の自己株式数の増加23株は、単元未満株式の買取によるものであります。 

  

該当事項はありません。 

  

 
  

 
  

  

 
  

当連結会計年度(自 平成22年10月１日 至 平成23年９月30日)

１ 発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 6,375,284 ― ― 6,375,284

２ 自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 6,129 23 ― 6,152

３ 新株予約権等に関する事項

４ 配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり配当額

(円)
基準日 効力発生日

平成22年12月22日 
定時株主総会

普通株式 12,738 2.00 平成22年９月30日 平成22年12月24日

平成23年４月28日 
取締役会

普通株式 12,738 2.00 平成23年３月31日 平成23年６月20日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成23年12月22日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 12,738 2.00 平成23年９月30日 平成23年12月26日

(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前連結会計年度
(自 平成21年10月１日
至 平成22年９月30日)

当連結会計年度
(自 平成22年10月１日
至 平成23年９月30日)

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に記載されている科目の金額との関係

現金預金 992,207千円

現金及び現金同等物 992,207千円

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に記載されている科目の金額との関係

現金預金 700,051千円

現金及び現金同等物 700,051千円
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電気工事業が、完成工事高基準、営業損益基準及び資産基準において90％を超えているため、記

載を省略しております。 

  

在外連結子会社及び在外支店がないため、記載を省略しております。 

  

海外売上高が連結売上高の10％未満のため、記載を省略しております。 

  

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可

能であり、取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対

象となっているものであります。 

当社は、本社に事業統括本部を置き、電気工事業を中心に事業活動を展開しており、「電気工事

業」のみ報告セグメントとしております。 

「電気工事業」は、架空送電線の基礎・鉄塔組立・架線・調査、電気設備及び情報通信設備の設

計・施工、移動体無線中継基地局の増設・改修工事を行っております。 

また、報告セグメントに含まれないその他の事業セグメントとしては、ビル清掃・管理業を行っ

ております。 

  

報告されている事業セグメントの会計処理方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要

な事項」における記載と同一であります。 

  

当社グループの報告セグメントは「電気工事業」のみであり、その他の事業セグメントの重要性

が乏しいため、記載を省略しております。 

  

(セグメント情報等)

ａ 事業の種類別セグメント情報

前連結会計年度(自 平成21年10月１日 至 平成22年９月30日)

ｂ 所在地別セグメント情報

前連結会計年度(自 平成21年10月１日 至 平成22年９月30日)

ｃ 海外売上高

前連結会計年度(自 平成21年10月１日 至 平成22年９月30日)

ｄ セグメント情報

前連結会計年度(自 平成21年10月１日 至 平成22年９月30日)及び当連結会計年度(自 平成22年

10月１日 至 平成23年９月30日)

１  報告セグメントの概要

２  報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

３  報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報
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当連結会計年度より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号  平成21

年３月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第

20号  平成20年３月21日)を適用しております。 

  

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるた

め、記載を省略しております。 

  

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しており

ます。 

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。 

  

(単位：千円) 

 
  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

(追加情報)

ｅ 関連情報

当連結会計年度(自 平成22年10月１日 至 平成23年９月30日)

１  製品及びサービスごとの情報

２  地域ごとの情報

(1) 売上高

(2) 有形固定資産

３  主要な顧客ごとの情報

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

東北電力株式会社 1,893,099 電気工事業

ｆ 報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報

当連結会計年度(自 平成22年10月１日 至 平成23年９月30日)

ｇ 報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報

当連結会計年度(自 平成22年10月１日 至 平成23年９月30日)

ｈ 報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報

当連結会計年度(自 平成22年10月１日 至 平成23年９月30日)
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(リース取引関係)

前連結会計年度
(自 平成21年10月１日
至 平成22年９月30日)

当連結会計年度
(自 平成22年10月１日
至 平成23年９月30日)

ファイナンス・リース取引

(借主側)

所有権移転外ファイナンス・リース取引

(1) リース資産の内容

・有形固定資産

主として、工事用車両(機械・運搬具)でありま

す。

(2) リース資産の減価償却の方法

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

「４ 会計処理基準に関する事項 (2) 重要な減価

償却資産の減価償却の方法」に記載のとおりであり

ます。

なお、リース取引開始日が平成20年９月30日以前

の所有権移転外ファイナンス・リース取引について

は、引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理を適用しており、その内容は次のとおりで

あります。

ファイナンス・リース取引

(借主側)

所有権移転外ファイナンス・リース取引

(1) リース資産の内容

・有形固定資産

主として、工事用車両(機械・運搬具)でありま

す。

(2) リース資産の減価償却の方法

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

「４ 会計処理基準に関する事項 (2) 重要な減価

償却資産の減価償却の方法」に記載のとおりであり

ます。

なお、リース取引開始日が平成20年９月30日以前

の所有権移転外ファイナンス・リース取引について

は、引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理を適用しており、その内容は次のとおりで

あります。

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

機械・運搬具

(千円)

取得価額 
相当額

40,177

減価償却 
累計額相当額

36,796

期末残高 
相当額

3,380

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

リース契約のリース期間が満了したため、該当事

項はありません。

② 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 4,543千円

１年超 ―千円

合計 4,543千円

② 未経過リース料期末残高相当額

リース契約のリース期間が満了したため、該当事

項はありません。

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額

支払リース料 11,064千円

減価償却費相当額 7,804千円

支払利息相当額 1,703千円

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額

支払リース料 4,915千円

減価償却費相当額 3,380千円

支払利息相当額 371千円

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

減価償却費相当額の算定方法

・リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロと

する定額法によっております。

利息相当額の算定方法

・リース料総額とリース物件の取得価額相当額の

差額を利息相当額とし、各期への配分方法につ

いては、利息法によっております。

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

減価償却費相当額の算定方法

・リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロと

する定額法によっております。

利息相当額の算定方法

・リース料総額とリース物件の取得価額相当額の

差額を利息相当額とし、各期への配分方法につ

いては、利息法によっております。

山加電業(株)（1789）平成23年９月期決算短信

29



  

連結財務諸表提出会社の子会社及び関連会社等 

 
(注) １ 記載金額には、債権債務に係る金額については消費税等が含まれ、損益に係る金額については消費税等は含

まれておりません。 

２ 取引条件及び取引条件の決定方針等 

  株式会社システック・エンジニアリングに対する未収入金については、市場金利を勘案して利率を合理的に

決定しており、回収条件は期間４年、毎月賦回収としております。なお、担保は受入れておりません。 

  

アムスグループホールディングス有限会社(非上場会社) 

  

当連結会計年度において、重要な関連会社は株式会社システック・エンジニアリングであり、その

要約財務情報は以下のとおりであります。 

  

 
  

(関連当事者情報)

前連結会計年度(自 平成21年10月１日 至 平成22年９月30日)

１ 関連当事者との取引

連結財務諸表提出会社と関連当事者の取引

種類
会社等の名称 
又は氏名

所在地
資本金又 
は出資金 
(千円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有 
(被所有)
割合

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額 
(千円)

科目
期末残高
(千円)

関連 
会社

株式会社システ
ック・エンジニ

アリング

東京都
江東区

50,000
電気
工事業

(所有)
直接25％

役務の提供
役員の兼務

利息の受取
(注)２ 

1,004 

完成工事 
未収入金

2,300
事業譲渡に
係る未収入
金の回収

19,687

完成工事高 22,640

２ 親会社又は重要な関連会社に関する注記

(1) 親会社情報

(2) 重要な関連会社の要約財務情報

流動資産合計 1,247,546千円

固定資産合計 20,791千円

流動負債合計 1,079,096千円

固定負債合計 16,825千円

純資産合計 172,415千円

売上高 3,437,184千円

税引前当期純利益 126,072千円

当期純利益 61,923千円
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連結財務諸表提出会社の子会社及び関連会社等 

 
(注) １ 記載金額には、債権債務に係る金額については消費税等が含まれ、損益に係る金額については消費税等は含

まれておりません。 

２ 取引条件及び取引条件の決定方針等 

  独立第三者取引と同様の一般的な取引条件で行っております。 

  

アムスグループホールディングス有限会社(非上場会社) 

  

当連結会計年度において、重要な関連会社は株式会社システック・エンジニアリングであり、その

要約財務情報は以下のとおりであります。 

  

 
  

当連結会計年度(自 平成22年10月１日 至 平成23年９月30日)

１ 関連当事者との取引

連結財務諸表提出会社と関連当事者の取引

種類
会社等の名称 
又は氏名

所在地
資本金又 
は出資金 
(千円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有 
(被所有)
割合

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額 
(千円)

科目
期末残高
(千円)

関連 
会社

株式会社システ
ック・エンジニ

アリング

東京都
新宿区

50,000
電気
工事業

(所有)
直接25％

役務の提供

役員の兼務
完成工事高 15,159 前受金 482

２ 親会社又は重要な関連会社に関する注記

(1) 親会社情報

(2) 重要な関連会社の要約財務情報

流動資産合計 1,130,372千円

固定資産合計 38,619千円

流動負債合計 837,524千円

固定負債合計 27,225千円

純資産合計 304,242千円

売上高 4,346,709千円

税引前当期純利益 229,494千円

当期純利益 123,998千円
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(税効果会計関係)

前連結会計年度
(平成22年９月30日)

当連結会計年度
(平成23年９月30日)

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産

 賞与引当金 28,869千円

 退職給付引当金 75,672千円

 貸倒引当金 225,505千円

 投資有価証券評価損 22,899千円

 法人税法上の繰越欠損金 222,064千円

 その他 13,995千円

 繰延税金資産小計 589,005千円

 評価性引当額 △519,663千円

 繰延税金資産合計 69,341千円

繰延税金負債

 再評価に係る繰延税金負債 17,679千円

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産

 賞与引当金 21,774千円

 退職給付引当金 71,755千円

 貸倒引当金 222,202千円

 工事損失引当金 14,880千円

 固定資産減損損失 11,306千円

 法人税法上の繰越欠損金 140,959千円

 その他 7,029千円

 繰延税金資産小計 489,908千円

 評価性引当額 △469,296千円

 繰延税金資産合計 20,611千円

繰延税金負債

 再評価に係る繰延税金負債 9,496千円

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の主要な項目別の内訳

法定実効税率 40.6％

 (調整)

住民税均等割等 4.5％

過年度法人税等 1.9％

交際費等永久に損金に算入 

されない項目
1.9％

持分法投資利益 △12.8％

評価性引当額 △42.6％

その他 △0.3％

税効果会計適用後の 

法人税等の負担率
△6.8％

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の主要な項目別の内訳

法定実効税率 40.6％

 (調整)

住民税均等割等 5.2％

留保金課税 4.9％

交際費等永久に損金に算入 

されない項目
2.1％

持分法投資利益 △19.6％

評価性引当額 0.4％

その他 0.5％

税効果会計適用後の 

法人税等の負担率
34.1％
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当連結会計年度より、「金融商品に関する会計基準」(企業会計基準第10号  平成20年３月10日)及び

「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第19号  平成20年３月10日)を適

用しております。 

  

当社グループは、資金運用については安全性の高い金融商品で運用し、また、資金調達については

銀行からの借入により調達する方針であります。 

  

営業債権である受取手形及び完成工事未収入金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リ

スクに関しては、信用調査資料等により取引先の信用力を適正に評価し、取引の可否を決定しており

ます。 

投資有価証券である満期保有目的の債券は、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、格付の

高い債券のみを対象とし信用リスクが僅少であり、定期的に時価を把握することにより管理を行って

おります。 

長期貸付金は、取引相手毎に期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸

念の早期把握や軽減を行っております。 

  

平成22年９月30日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりで

あります。 

なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含まれておりません((注２)

を参照ください)。 
(単位：千円) 

 
(※)  長期貸付金に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。 

(金融商品関係)

前連結会計年度(自 平成21年10月１日 至 平成22年９月30日)

(追加情報)

１  金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

２  金融商品の時価等に関する事項

連結貸借対照表
計上額

時価 差額

(1) 現金預金 992,207 992,207 ―

(2) 受取手形・完成工事未収入金等 764,185 764,185 ―

(3) 投資有価証券

   満期保有目的の債券 304,775 305,140 364

(4) 長期貸付金 545,801

    貸倒引当金(※) △545,801

― ― ―

資産計 2,061,168 2,061,533 364

(1) 工事未払金 547,301 547,301 ―

(2) 未払法人税等 2,990 2,990 ―

(3) 未払消費税等 84,157 84,157 ―

(4) 長期借入金（１年以内返済予定のものを含む） 90,000 90,000 ―

負債計 724,449 724,449 ―
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これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ
ております。 

これらの時価については、債券は取引金融機関から提示された価格によっております。 
また、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については、「有価証券関係」注記を参照くだ

さい。 

長期貸付金の貸倒懸念債権については、担保及び保証による回収見込額等により、時価を算定し
ております。 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ
ております。 

長期借入金の時価については、変動金利による借入であるため帳簿価額にほぼ等しいことから、
当該帳簿価額によっております。 

  

(単位：千円) 

 
上記については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「(3)投資

有価証券」には含めておりません。 
  

(単位：千円) 

 
  

(単位：千円) 

(注１)金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資  産

(1)現金預金並びに(2)受取手形・完成工事未収入金等

(3) 投資有価証券

(4) 長期貸付金

負  債

(1) 工事未払金、(2) 未払法人税等及び(3) 未払消費税等

(4) 長期借入金（１年以内返済予定のものを含む）

(注２)時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分 連結貸借対照表計上額

その他有価証券

  非上場株式 43,103

  投資事業有限責任組合等への出資 7,766

(注３)金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

１年以内
１年超
５年以内

５年超 
10年以内

10年超

現金預金 992,207 ― ― ―

受取手形・完成工事未収入金等 764,185 ― ― ―

投資有価証券

  満期保有目的の債券（社債） ― 200,000 100,000 ―

合計 1,756,393 200,000 100,000 ―

(注４)長期借入金の連結決算日後の返済予定額

１年以内
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超 
５年以内

５年超

長期借入金 20,000 20,000 20,000 20,000 10,000 ―

合計 20,000 20,000 20,000 20,000 10,000 ―
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当社グループは、資金運用については安全性の高い金融商品で運用し、また、資金調達については

銀行からの借入により調達する方針であります。 

  

営業債権である受取手形及び完成工事未収入金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リ

スクに関しては、信用調査資料等により取引先の信用力を適正に評価し、取引の可否を決定しており

ます。 

有価証券及び投資有価証券である満期保有目的の債券は、市場価格の変動リスクに晒されておりま

すが、格付の高い債券のみを対象とし信用リスクが僅少であり、定期的に時価を把握することにより

管理を行っております。 

長期貸付金は、取引相手毎に期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸

念の早期把握や軽減を行っております。 

  

平成23年９月30日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりで

あります。 

なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含まれておりません((注２)

を参照ください)。 

(単位：千円) 

 
(※)  長期貸付金に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。 

  

当連結会計年度(自 平成22年10月１日 至 平成23年９月30日)

１  金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

２  金融商品の時価等に関する事項

連結貸借対照表
計上額

時価 差額

(1) 現金預金 700,051 700,051 ―

(2) 受取手形・完成工事未収入金等 496,726 496,726 ―

(3) 有価証券及び投資有価証券

   満期保有目的の債券 402,690 399,580 △3,110

(4) 長期貸付金 565,801

    貸倒引当金(※) △545,801

20,000 20,000 ―

資産計 1,619,468 1,616,358 △3,110

(1) 工事未払金 221,840 221,840 ―

(2) 未払法人税等 24,634 24,634 ―

(3) 未払消費税等 30,328 30,328 ―

(4) 長期借入金（１年以内返済予定のものを含む） 70,000 70,000 ―

負債計 346,803 346,803 ―
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これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ
ております。 

これらの時価については、債券は取引金融機関から提示された価格によっております。 
また、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については、「有価証券関係」注記を参照くだ

さい。 

長期貸付金の時価については、元利金の合計額を同様の新規貸付を行った場合に想定される利率
で割り引いて算定する方法によっておりますが、貸倒懸念債権については、担保及び保証による回
収見込額等により時価を算定しております。 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ
ております。 

長期借入金の時価については、変動金利による借入であるため帳簿価額にほぼ等しいことから、
当該帳簿価額によっております。 

  

(単位：千円) 

 
上記については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「(3)投資

有価証券」には含めておりません。 
  

(単位：千円) 

 
  

(単位：千円) 

(注１)金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資  産

(1) 現金預金及び(2) 受取手形・完成工事未収入金等

(3) 有価証券及び投資有価証券

(4) 長期貸付金

負  債

(1) 工事未払金、(2) 未払法人税等及び(3) 未払消費税等

(4) 長期借入金（１年以内返済予定のものを含む）

(注２)時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分 連結貸借対照表計上額

その他有価証券

  非上場株式 76,060

  投資事業有限責任組合等への出資 2,792

(注３)金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

１年以内
１年超
５年以内

５年超 
10年以内

10年超

現金預金 700,051 ― ― ―

受取手形・完成工事未収入金等 496,726 ― ― ―

有価証券及び投資有価証券

  満期保有目的の債券（社債） 100,000 100,000 200,000 ―

合計 1,296,778 100,000 200,000 ―

(注４)長期借入金の連結決算日後の返済予定額

１年以内
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超 
５年以内

５年超

長期借入金 20,000 20,000 20,000 10,000 ― ―

合計 20,000 20,000 20,000 10,000 ― ―
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(単位：千円) 

 
  

該当事項はありません。 

  

(単位：千円) 

 
  

(有価証券関係)

前連結会計年度(自 平成21年10月１日 至 平成22年９月30日)

１  満期保有目的の債券で時価のあるもの(平成22年９月30日)

区分
連結決算日における
連結貸借対照表計上額

連結決算日における時価 差額

時価が連結貸借対照表計上額
を超えるもの

  社債 304,775 305,140 364

小計 304,775 305,140 364

時価が連結貸借対照表計上額
を超えないもの

  社債 ― ─ ─

小計 ― ─ ─

合計 304,775 305,140 364

２  その他有価証券で時価のあるもの(平成22年９月30日)

３ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自 平成21年10月１日 至 平成22年９月30日)

区分 売却額 売却益の合計額 売却損の合計額

  その他 154,254 1,913 22,500

合計 154,254 1,913 22,500
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(単位：千円) 

 
  

該当事項はありません。 

  

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

当連結会計年度(自 平成22年10月１日 至 平成23年９月30日)

１  満期保有目的の債券で時価のあるもの(平成23年９月30日)

区分
連結決算日における
連結貸借対照表計上額

連結決算日における時価 差額

時価が連結貸借対照表計上額
を超えるもの

  社債 ― ― ―

小計 ― ― ―

時価が連結貸借対照表計上額
を超えないもの

  社債 402,690 399,580 △3,110

小計 402,690 399,580 △3,110

合計 402,690 399,580 △3,110

２  その他有価証券で時価のあるもの(平成23年９月30日)

３ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自 平成22年10月１日 至 平成23年９月30日)

(デリバティブ取引関係)

前連結会計年度(自 平成21年10月１日 至 平成22年９月30日)

当連結会計年度(自 平成22年10月１日 至 平成23年９月30日)
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当社は、確定給付型の制度として、厚生年金基金制度及び退職一時金制度を採用しております。 

当社の加入する厚生年金基金(代行部分を含む)は総合設立方式であり、自社の拠出に対応する年金

資産の額を合理的に計算することができないため、退職給付に係る会計基準(企業会計審議会：平成

10年６月16日)注解12(複数事業主制度の企業年金について)により、年金基金への要拠出額を退職給

付費用として処理しております。 

・要拠出額を退職給付費用として処理している複数事業主制度に関する事項 

(1) 制度全体の積立状況に関する事項(平成22年３月31日現在) 

 
(2) 制度全体に占める当社グループの掛金拠出割合(自  平成21年10月１日  至  平成22年９月30日)

0.4％ 

(3) 補足説明 

上記(1)の差引額の主な要因は、年金財政計算上の過去勤務債務残高20,198,972千円でありま

す。本制度における過去勤務債務の償却方法は期間20年元利均等償却であり、当社は、当期の連結

財務諸表上、特別掛金12,762千円を費用処理しております。 

なお、上記(2)の割合は当社グループの実際の負担割合とは一致いたしません。 

  

 
(注) 期末時点の自己都合要支給額を退職給付債務としております。 

  

 
(注)  簡便法を採用しておりますので、退職給付費用を勤務費用としております。 

  

簡便法により退職給付債務を算定しております。 

  

(退職給付関係)

前連結会計年度(自 平成21年10月１日 至 平成22年９月30日)

１ 採用している退職給付制度の概要

年金資産の額 185,014,647千円

年金財政計算上の給付債務の額 192,032,814 〃

差引額 △7,018,166千円

２ 退職給付債務に関する事項(平成22年９月30日)

(1) 退職給付債務 186,385千円

(2) 退職給付引当金 186,385千円

３ 退職給付費用に関する事項(自 平成21年10月１日 至 平成22年９月30日)

(1)  勤務費用((2)を除く) 17,554千円

(2)  厚生年金基金拠出金 33,501千円

退職給付費用 51,055千円

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項
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当社は、確定給付型の制度として、厚生年金基金制度及び退職一時金制度を採用しております。 

当社の加入する厚生年金基金(代行部分を含む)は総合設立方式であり、自社の拠出に対応する年金

資産の額を合理的に計算することができないため、退職給付に係る会計基準(企業会計審議会：平成

10年６月16日)注解12(複数事業主制度の企業年金について)により、年金基金への要拠出額を退職給

付費用として処理しております。 

・要拠出額を退職給付費用として処理している複数事業主制度に関する事項 

(1) 制度全体の積立状況に関する事項(平成23年３月31日現在) 

 
(2) 制度全体に占める当社グループの掛金拠出割合(自  平成22年10月１日  至  平成23年９月30日)

0.4％ 

(3) 補足説明 

上記(1)の差引額の主な要因は、年金財政計算上の過去勤務債務残高25,173,481千円でありま

す。本制度における過去勤務債務の償却方法は期間20年元利均等償却であり、当社は、当期の連結

財務諸表上、特別掛金13,340千円を費用処理しております。 

なお、上記(2)の割合は当社グループの実際の負担割合とは一致いたしません。 

  

 
(注)  期末時点の自己都合要支給額を退職給付債務としております。 

  

 
(注)  簡便法を採用しておりますので、退職給付費用を勤務費用としております。 

  

簡便法により退職給付債務を算定しております。 

  

当連結会計年度(自 平成22年10月１日 至 平成23年９月30日)

１  採用している退職給付制度の概要

年金資産の額 184,062,839千円

年金財政計算上の給付債務の額 189,221,089 〃

差引額 △5,158,249千円

２  退職給付債務に関する事項(平成23年９月30日)

(1)  退職給付債務 176,737千円

(2)  退職給付引当金 176,737千円

３  退職給付費用に関する事項(自  平成22年10月１日  至  平成23年９月30日)

(1)  勤務費用((2)を除く) 22,084千円

(2)  厚生年金基金拠出金 33,490千円

退職給付費用 55,574千円

４  退職給付債務等の計算の基礎に関する事項
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該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

当社グループは、本社事務所等の不動産賃貸借契約に基づく退去時における原状回復義務を資産除去

債務として認識しておりますが、当該債務の総額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。 

なお、当連結会計年度末における資産除去債務は、負債計上に代えて、不動産賃貸借契約に関連する

差入保証金の回収が最終的に見込まれないと認められる金額を合理的に見積り、そのうち当連結会計年

度の負担に属する金額を費用に計上する方法によっております。 

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

(ストック・オプション等関係)

前連結会計年度(自 平成21年10月１日 至 平成22年９月30日)

当連結会計年度(自 平成22年10月１日 至 平成23年９月30日)

(企業結合等関係)

前連結会計年度(自 平成21年10月１日 至 平成22年９月30日)

当連結会計年度(自 平成22年10月１日 至 平成23年９月30日)

(資産除去債務関係)

当連結会計年度末(平成23年９月30日)

(賃貸等不動産関係)

前連結会計年度(自 平成21年10月１日 至 平成22年９月30日)

当連結会計年度(自 平成22年10月１日 至 平成23年９月30日)
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(注) １株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

 
  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

(１株当たり情報)

前連結会計年度
(自 平成21年10月１日
至 平成22年９月30日)

当連結会計年度
(自 平成22年10月１日
至 平成23年９月30日)

１株当たり純資産額 294.25円 １株当たり純資産額 308.85円

 
１株当たり当期純利益 35.39円

  潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、

潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 
１株当たり当期純利益 18.60円

 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜

在株式が存在しないため記載しておりません。

前連結会計年度
(自 平成21年10月１日
至 平成22年９月30日)

当連結会計年度
(自 平成22年10月１日
至 平成23年９月30日)

 

１株当たり当期純利益

当期純利益 225,378千円

普通株主に帰属しない金額 ―千円

普通株式に係る当期純利益 225,378千円

普通株式の期中平均株式数 6,369千株

 

１株当たり当期純利益

当期純利益 118,467千円

普通株主に帰属しない金額 ―千円

普通株式に係る当期純利益 118,467千円

普通株式の期中平均株式数 6,369千株

(重要な後発事象)

前連結会計年度(自 平成21年10月１日 至 平成22年９月30日)

当連結会計年度(自 平成22年10月１日 至 平成23年９月30日)
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５．個別財務諸表

（１）貸借対照表

(単位：千円)

前事業年度
(平成22年９月30日)

当事業年度
(平成23年９月30日)

資産の部

流動資産

現金預金 976,180 685,124

受取手形 ※３ 830 －

完成工事未収入金 ※１ 756,154 490,918

有価証券 － 100,867

未成工事支出金 ※５ 404,826 ※５ 153,201

繰延税金資産 69,020 20,300

その他 23,803 13,622

貸倒引当金 △9,533 △1,494

流動資産合計 2,221,281 1,462,539

固定資産

有形固定資産

建物 ※２ 336,931 ※２ 340,778

減価償却累計額 △179,077 －

減価償却累計額及び減損損失累計額 － △200,645

建物（純額） 157,854 140,133

構築物 94,085 94,410

減価償却累計額 △74,533 －

減価償却累計額及び減損損失累計額 － △77,932

構築物（純額） 19,551 16,478

機械・運搬具 159,276 161,288

減価償却累計額 △120,859 △140,080

機械・運搬具（純額） 38,416 21,207

工具器具・備品 217,496 243,680

減価償却累計額 △188,525 －

減価償却累計額及び減損損失累計額 － △210,829

工具器具・備品（純額） 28,971 32,850

土地 ※２・４ 379,506 ※２・４ 359,351

建設仮勘定 1,262 1,100

有形固定資産合計 625,563 571,122

無形固定資産

電話加入権 987 700

ソフトウエア 4,639 5,044

無形固定資産合計 5,627 5,744

投資その他の資産

投資有価証券 312,541 304,614

関係会社株式 30,100 30,100

長期貸付金 545,801 565,801

従業員に対する長期貸付金 559 328

差入保証金 24,123 22,974

保険積立金 327,627 329,822

破産更生債権等 96 －

その他 1,871 1,497

貸倒引当金 △545,897 △545,801

投資その他の資産合計 696,823 709,338

固定資産合計 1,328,013 1,286,204

資産合計 3,549,295 2,748,743
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(単位：千円)

前事業年度
(平成22年９月30日)

当事業年度
(平成23年９月30日)

負債の部

流動負債

工事未払金 541,516 219,576

1年内返済予定の長期借入金 20,000 20,000

未払法人税等 2,384 23,794

未払消費税等 82,752 29,396

未成工事受入金 637,179 179,311

未払費用 37,248 32,105

賞与引当金 70,374 52,916

工事損失引当金 ※５ 21,881 ※５ 36,650

完成工事補償引当金 510 300

その他 20,166 ※１ 17,941

流動負債合計 1,434,013 611,992

固定負債

長期借入金 70,000 50,000

退職給付引当金 186,385 176,737

再評価に係る繰延税金負債 ※４ 17,679 ※４ 9,496

固定負債合計 274,065 236,234

負債合計 1,708,079 848,226

純資産の部

株主資本

資本金 989,669 989,669

資本剰余金

資本準備金 247,417 247,417

その他資本剰余金 573,599 573,599

資本剰余金合計 821,016 821,016

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 196,625 267,906

利益剰余金合計 196,625 267,906

自己株式 △1,884 △1,890

株主資本合計 2,005,427 2,076,702

評価・換算差額等

土地再評価差額金 ※４ △164,212 ※４ △176,184

評価・換算差額等合計 △164,212 △176,184

純資産合計 1,841,215 1,900,517

負債純資産合計 3,549,295 2,748,743
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（２）損益計算書

(単位：千円)

前事業年度
(自 平成21年10月１日
至 平成22年９月30日)

当事業年度
(自 平成22年10月１日
至 平成23年９月30日)

完成工事高 ※１・２ 3,782,715 ※１・２ 3,635,317

完成工事原価 ※４ 3,081,367 ※４ 2,946,696

完成工事総利益 701,348 688,620

販売費及び一般管理費

役員報酬 64,086 63,979

従業員給料手当 180,378 197,347

賞与引当金繰入額 19,227 14,102

退職給付費用 19,070 19,803

法定福利費 26,042 27,335

福利厚生費 7,521 7,529

修繕維持費 5,645 5,908

事務用品費 7,491 7,081

通信交通費 28,392 26,199

動力用水光熱費 7,893 7,489

調査研究費 5,095 5,535

広告宣伝費 954 1,146

交際費 5,266 5,143

寄付金 5 4

地代家賃 40,799 42,036

減価償却費 15,715 22,892

事業税 5,100 8,007

租税公課 6,963 4,486

保険料 3,901 3,556

貸倒引当金繰入額 229 －

雑費 55,572 52,136

販売費及び一般管理費合計 505,352 521,718

営業利益 195,995 166,901

営業外収益

受取利息 ※２ 1,686 3,161

受取配当金 ※２ 1,004 ※２ 1,179

労災保険料還付金 － 888

未払配当金除斥益 1,708 －

投資事業組合運用益 － 104

その他 779 2,939

営業外収益合計 5,178 8,273

営業外費用

支払利息 2,322 2,033

支払保証料 － 561

投資事業組合運用損 782 －

訴訟関連費用 1,046 －

その他 2,398 975

営業外費用合計 6,550 3,570

経常利益 194,623 171,605
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(単位：千円)

前事業年度
(自 平成21年10月１日
至 平成22年９月30日)

当事業年度
(自 平成22年10月１日
至 平成23年９月30日)

特別利益

貸倒引当金戻入額 7,579 8,135

関係会社清算益 178 －

特別利益合計 7,757 8,135

特別損失

投資有価証券売却損 20,586 －

貸倒引当金繰入額 9,000 －

減損損失 － ※５ 27,849

災害による損失 － 5,486

その他 ※３ 183 ※３ 1,807

特別損失合計 29,769 35,143

税引前当期純利益 172,611 144,598

法人税、住民税及び事業税 13,066 19,276

法人税等調整額 △28,420 40,536

法人税等合計 △15,353 59,813

当期純利益 187,965 84,784
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(注) 原価計算の方法は、個別原価計算によっております。 

製造原価明細書

完成工事原価報告書

前事業年度
(自 平成21年10月１日
至 平成22年９月30日)

当事業年度
(自 平成22年10月１日
至 平成23年９月30日)

区分 金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

Ⅰ 材料費 481,273 15.6 750,133 25.5

Ⅱ 労務費 114,296 3.7 99,424 3.4

Ⅲ 外注費 1,534,216 49.8 1,026,730 34.8

Ⅳ 経費 951,580 30.9 1,070,408 36.3

  （うち人件費） (507,941) (16.5) (652,582) (22.1)

  当期完成工事原価 3,081,367 100.0 2,946,696 100.0
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（３）株主資本等変動計算書

(単位：千円)

前事業年度
(自 平成21年10月１日
至 平成22年９月30日)

当事業年度
(自 平成22年10月１日
至 平成23年９月30日)

株主資本

資本金

前期末残高 989,669 989,669

当期末残高 989,669 989,669

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 247,417 247,417

当期末残高 247,417 247,417

その他資本剰余金

前期末残高 573,599 573,599

当期末残高 573,599 573,599

資本剰余金合計

前期末残高 821,016 821,016

当期末残高 821,016 821,016

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

前期末残高 21,398 196,625

当期変動額

剰余金の配当 △12,738 △25,476

当期純利益 187,965 84,784

土地再評価差額金の取崩 － 11,972

当期変動額合計 175,227 71,280

当期末残高 196,625 267,906

利益剰余金合計

前期末残高 21,398 196,625

当期変動額

剰余金の配当 △12,738 △25,476

当期純利益 187,965 84,784

土地再評価差額金の取崩 － 11,972

当期変動額合計 175,227 71,280

当期末残高 196,625 267,906

自己株式

前期末残高 △1,860 △1,884

当期変動額

自己株式の取得 △23 △6

当期変動額合計 △23 △6

当期末残高 △1,884 △1,890

株主資本合計

前期末残高 1,830,224 2,005,427

当期変動額

剰余金の配当 △12,738 △25,476

当期純利益 187,965 84,784

自己株式の取得 △23 △6

土地再評価差額金の取崩 － 11,972

当期変動額合計 175,203 71,274

当期末残高 2,005,427 2,076,702
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(単位：千円)

前事業年度
(自 平成21年10月１日
至 平成22年９月30日)

当事業年度
(自 平成22年10月１日
至 平成23年９月30日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 △22,349 －

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

22,349 －

当期変動額合計 22,349 －

当期末残高 － －

土地再評価差額金

前期末残高 △164,212 △164,212

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

－ △11,972

当期変動額合計 － △11,972

当期末残高 △164,212 △176,184

評価・換算差額等合計

前期末残高 △186,562 △164,212

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

22,349 △11,972

当期変動額合計 22,349 △11,972

当期末残高 △164,212 △176,184

純資産合計

前期末残高 1,643,662 1,841,215

当期変動額

剰余金の配当 △12,738 △25,476

当期純利益 187,965 84,784

自己株式の取得 △23 △6

土地再評価差額金の取崩 － 11,972

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 22,349 △11,972

当期変動額合計 197,553 59,301

当期末残高 1,841,215 1,900,517
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該当事項はありません。 

  

（４）継続企業の前提に関する注記

（５）重要な会計方針

項目
前事業年度

(自 平成21年10月１日
至 平成22年９月30日)

当事業年度
(自 平成22年10月１日
至 平成23年９月30日)

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法

満期保有目的の債券

償却原価法(定額法)

満期保有目的の債券

同左

子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

子会社株式及び関連会社株式

同左

その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価

法(評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法に

より算定)

その他有価証券

時価のあるもの

同左

時価のないもの

移動平均法による原価法

なお、投資事業有限責任組合及び

それに類する組合への出資(金融商品

取引法第２条第２項により有価証券

とみなされるもの)については、組合

契約に規定される決算報告日に応じ

て入手可能な最近の決算書を基礎と

し、持分相当額を純額で取り込む方

法によっております。

時価のないもの

同左

２ たな卸資産の評価基準及

び評価方法

未成工事支出金

個別法による原価法

未成工事支出金

同左

３ 固定資産の減価償却の方法 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法。ただし、平成10年４月１日

以降に取得した建物(建物附属設備を除

く)は定額法。

主な耐用年数

建物       13年～47年

建物附属設備   ９年～31年

また、平成19年３月31日以前に取得

したものについては、償却可能限度額

まで償却が終了した翌年から５年間で

均等償却する方法によっております。

有形固定資産（リース資産を除く）

同左

無形固定資産（リース資産を除く）

定額法。ただし、ソフトウェアにつ

いては社内における利用可能期間(５

年)に基づく定額法。

無形固定資産（リース資産を除く）

同左

リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース

取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価

額をゼロとして算定する定額法によっ

ております。

なお、所有権移転外ファイナンス・

リース取引のうち、リース取引開始日

が平成20年９月30日以前のリース取引

については、通常の賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理によっておりま

す。

リース資産

同左
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項目
前事業年度

(自 平成21年10月１日
至 平成22年９月30日)

当事業年度
(自 平成22年10月１日
至 平成23年９月30日)

４ 引当金の計上基準 貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては、個別に回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上しております。

貸倒引当金

同左

賞与引当金

従業員に対する賞与の支給に備える

ため、支給見込額を計上しておりま

す。

賞与引当金

同左

役員賞与引当金

役員に対する賞与の支給に備えるた

め、支給見込額を計上することとして

おりますが、当事業年度は支給予定が

ないため計上しておりません。

役員賞与引当金

同左

工事損失引当金

当事業年度末手持工事のうち損失の

発生が見込まれるものについて、将来

の損失に備えるため、その損失見込額

を計上しております。

工事損失引当金

同左

完成工事補償引当金

完成引渡済工事に係るかし担保の費

用に備えるため、過年度の実績を基礎

に将来の補償見込額を加味して算定し

た見積補償額を計上しております。

完成工事補償引当金

同左

退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務の見

込額に基づき、当事業年度末において

発生していると認められる額を計上し

ております。

退職給付引当金

同左
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項目
前事業年度

(自 平成21年10月１日
至 平成22年９月30日)

当事業年度
(自 平成22年10月１日
至 平成23年９月30日)

５ 収益及び費用の計上基準 完成工事高及び完成工事原価の計上基準

当事業年度に着手した工事契約から

当事業年度末までの進捗部分について

成果の確実性が認められる工事につい

ては工事進行基準（工事の進捗率の見

積りは原価比例法）を、その他の工事

については工事完成基準を適用してお

ります。

なお、平成21年９月30日以前に着手

した工事契約のうち、長期大型工事

（工期１年以上、かつ請負金額３億円

以上）については工事進行基準を、そ

の他の工事については工事完成基準を

引き続き適用しております。

完成工事高及び完成工事原価の計上基準

当事業年度末までの進捗部分につい

て成果の確実性が認められる工事につ

いては工事進行基準（工事の進捗率の

見積りは原価比例法）を、その他の工

事については工事完成基準を適用して

おります。

なお、平成21年９月30日以前に着手

した工事契約のうち、長期大型工事

（工期１年以上、かつ請負金額３億円

以上）については工事進行基準を、そ

の他の工事については工事完成基準を

引き続き適用しております。

（会計方針の変更）

請負工事に係る収益の計上基準につ

いては、従来、長期大型工事（工期１

年以上、かつ請負金額３億円以上）に

ついては工事進行基準を、その他の工

事については工事完成基準を適用して

おりましたが、「工事契約に関する会

計基準」（企業会計基準第15号 平成

19年12月27日）及び「工事契約に関す

る会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第18号 平成19年12月27

日）を当事業年度より適用し、当事業

年度に着手した工事契約から、当事業

年度末までの進捗部分について成果の

確実性が認められる工事については工

事進行基準（工事の進捗率の見積りは

原価比例法）を、その他の工事につい

ては工事完成基準を適用しておりま

す。

なお、平成21年９月30日以前に着手

した工事契約のうち、長期大型工事

（工期１年以上、かつ請負金額３億円

以上）については工事進行基準を、そ

の他の工事については工事完成基準を

引き続き適用しております。

これにより、従来の方法によった場

合と比べ、完成工事高は752,913千円増

加し、営業利益、経常利益及び税引前

当期純利益は68,369千円増加しており

ます。

―――――――

６ その他財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

消費税等の会計処理

同左
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（６）重要な会計方針の変更

(会計方針の変更)

前事業年度
(自 平成21年10月１日
至 平成22年９月30日)

当事業年度
(自 平成22年10月１日
至 平成23年９月30日)

――――――― (資産除去債務に関する会計基準等)

当事業年度より、「資産除去債務に関する会計基準」

（企業会計基準第18号  平成20年３月31日）及び「資産

除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第21号  平成20年３月31日）を適用しておりま

す。

これにより、当事業年度の営業利益、経常利益はそれ

ぞれ252千円減少し、税引前当期純利益は1,772千円減少

しております。

(表示方法の変更)

前事業年度
(自 平成21年10月１日
至 平成22年９月30日)

当事業年度
(自 平成22年10月１日
至 平成23年９月30日)

(貸借対照表関係)

未収入金

前事業年度において個別掲記しておりましたが、

金額が僅少となったため、当事業年度においては流

動資産の「その他」に含めて表示しております。

なお、当事業年度は流動資産の「その他」に

11,259千円含まれております。

(損益計算書関係)

未払配当金除斥益

前事業年度において区分掲記しておりましたが、

金額が僅少となったため、当事業年度においては営

業外収益の「その他」に含めて表示しております。

なお、当事業年度は営業外収益の「その他」に691

千円含まれております。

支払保証料

前事業年度において営業外費用の「その他」に含

めて表示しておりましたが、当事業年度においては

営業外費用総額の100分の10を超えたため区分掲記し

ております。

なお、前事業年度は営業外費用の「その他」に593

千円含まれております。
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（７）個別財務諸表に関する注記事項

(貸借対照表関係)

前事業年度
(平成22年９月30日)

当事業年度
(平成23年９月30日)

※１ このうち関係会社に対するものは次のとおりであ

ります。

完成工事未収入金 2,300千円

※１ このうち関係会社に対するものは次のとおりであ

ります。

前受金 482千円

※２ 担保資産

このうち、特殊当座貸越契約の担保として供し

ているものは下記のとおりであります。なお、当

事業年度末における当座借越額はありません。

土 地 207,358千円（帳簿価額）

建 物 24,383千円（帳簿価額）

 計 231,742千円（帳簿価額）

※２ 担保資産

このうち、特殊当座貸越契約の担保として供し

ているものは下記のとおりであります。なお、当

事業年度末における当座借越額はありません。

土 地 207,358千円（帳簿価額）

建 物 22,091千円（帳簿価額）

 計 229,450千円（帳簿価額）

※３ 手形割引高

受取手形割引高 3,750千円

 ３ 手形割引高

受取手形割引高 20,738千円

 

※４  事業用土地の再評価

「土地の再評価に関する法律」(平成10年３月

31日公布法律第34号)及び「土地の再評価に関す

る法律の一部を改正する法律」(平成11年３月31

日公布法律第24号)に基づき、事業用の土地の再

評価を行い、土地再評価差額金を純資産の部に計

上しております。

再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３

月31日公布政令第119号)第２条第３号に定める固

定資産評価額及び同条第４号に定める路線価に基

づいて、合理的な調整を行って算出しておりま

す。

   再評価を行った年月日 平成12年９月30日

なお、再評価を行った事業用土地の当事業年度

末における時価の合計額は、再評価後の帳簿価額

の合計額を、89,173千円下回っております。

 

※４  事業用土地の再評価

「土地の再評価に関する法律」(平成10年３月

31日公布法律第34号)及び「土地の再評価に関す

る法律の一部を改正する法律」(平成11年３月31

日公布法律第24号)に基づき、事業用の土地の再

評価を行い、土地再評価差額金を純資産の部に計

上しております。

再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３

月31日公布政令第119号)第２条第３号に定める固

定資産評価額及び同条第４号に定める路線価に基

づいて、合理的な調整を行って算出しておりま

す。

   再評価を行った年月日 平成12年９月30日

なお、再評価を行った事業用土地の当事業年度

末における時価の合計額は、再評価後の帳簿価額

の合計額を、74,700千円下回っております。

※５ 未成工事支出金及び工事損失引当金の表示

損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工

事支出金と工事損失引当金は、相殺せずに両建て

で表示しております。

損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工

事支出金のうち、工事損失引当金に対応する額は

73,047千円であります。

※５ 未成工事支出金及び工事損失引当金の表示

損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工

事支出金と工事損失引当金は、相殺せずに両建て

で表示しております。

損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工

事支出金のうち、工事損失引当金に対応する額は

56,246千円であります。
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（変更事由の概要）普通株式の自己株式数の増加139株は、単元未満株式の買取によるものであります。 

  

 
（変更事由の概要）普通株式の自己株式数の増加23株は、単元未満株式の買取によるものであります。 

(損益計算書関係)

前事業年度
(自 平成21年10月１日
至 平成22年９月30日)

当事業年度
(自 平成22年10月１日
至 平成23年９月30日)

※１ 完成工事高には、兼業事業売上高480千円が含ま

れております。

※１ 完成工事高には、兼業事業売上高2,351千円が含

まれております。

※２ 関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。

完成工事高 22,640千円

受取利息 1,004千円

受取配当金 1,000千円
 

※２ 関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。

完成工事高 15,002千円

受取配当金 1,000千円

※３ 特別損失の「その他」は、電話加入権評価損

であります。

※３ 特別損失の「その他」は、資産除去債務会計基準

の適用に伴う影響額1,520千円及び電話加入権評

価損287千円であります。

※４ 完成工事原価に含まれている工事損失引当金繰入

額は15,721千円であります。

※４ 完成工事原価に含まれている工事損失引当金繰入

額は14,769千円であります。

―――――――

 

※５  減損損失

当社は、以下の資産グループについて減損損失を

計上しました。

用途 種類 場所 その他

福利厚生施設
（遊休資産）

建物、構築物 

工具器具・備品 

土地

長野県北佐久
郡軽井沢町

―

当社は、事業資産においては事業部門別の区分を

基準に、遊休資産においては個別物件単位で、福利

厚生施設等に関しては共用資産として、資産のグル

ーピングを行っております。

当該施設は、職員に対する福利厚生施設として利

用しておりましたが、今後は利用を廃止し、遊休資

産となる予定のため、帳簿価額を回収可能価額まで

減額し、当該減少額を減損損失（27,849千円）とし

て特別損失に計上いたしました。

減損損失の内訳は、建物7,470千円、構築物31千

円、工具器具・備品192千円、土地20,155千円であ

ります。

なお、当資産グループの回収可能価額は正味売却

価額により測定しており、建物、構築物、工具器

具・備品については合理的な処分価額で、土地につ

いては固定資産税評価額を基礎とした指標により評

価しております。

(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度(自 平成21年10月１日 至 平成22年９月30日)

自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式（株） 5,990 139 ― 6,129

当事業年度(自 平成22年10月１日 至 平成23年９月30日)

自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式（株） 6,129 23 ― 6,152
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(リース取引関係)

前事業年度
(自 平成21年10月１日
至 平成22年９月30日)

当事業年度
(自 平成22年10月１日
至 平成23年９月30日)

ファイナンス・リース取引

(借主側)

所有権移転外ファイナンス・リース取引

(1) リース資産の内容

・有形固定資産

主として、工事用車両(機械・運搬具)でありま

す。

(2) リース資産の減価償却の方法

重要な会計方針「３ 固定資産の減価償却の方

法」に記載のとおりであります。

なお、リース取引開始日が平成20年９月30日以前

の所有権移転外ファイナンス・リース取引について

は、引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理を適用しており、その内容は次のとおりで

あります。

ファイナンス・リース取引

(借主側)

所有権移転外ファイナンス・リース取引

(1) リース資産の内容

・有形固定資産

主として、工事用車両(機械・運搬具)でありま

す。

(2) リース資産の減価償却の方法

重要な会計方針「３ 固定資産の減価償却の方

法」に記載のとおりであります。

なお、リース取引開始日が平成20年９月30日以前

の所有権移転外ファイナンス・リース取引について

は、引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理を適用しており、その内容は次のとおりで

あります。

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

機械・運搬具

(千円)

取得価額 
相当額

40,177

減価償却 
累計額相当額

36,796

期末残高 
相当額

3,380

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

リース契約のリース期間が満了したため、該当事

項はありません。

② 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 4,543千円

１年超 ―千円

合計 4,543千円

② 未経過リース料期末残高相当額

リース契約のリース期間が満了したため、該当事

項はありません。

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額

支払リース料 11,064千円

減価償却費相当額 7,804千円

支払利息相当額 1,703千円

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額

支払リース料 4,915千円

減価償却費相当額 3,380千円

支払利息相当額 371千円

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

減価償却費相当額の算定方法

・リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロと

する定額法によっております。

利息相当額の算定方法

・リース料総額とリース物件の取得価額相当額の

差額を利息相当額とし、各期への配分方法につ

いては、利息法によっております。

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

減価償却費相当額の算定方法

・リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロと

する定額法によっております。

利息相当額の算定方法

・リース料総額とリース物件の取得価額相当額の

差額を利息相当額とし、各期への配分方法につ

いては、利息法によっております。
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子会社株式及び関連会社株式（貸借対照表計上額  子会社株式17,600千円、関連会社株式12,500千

円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、記載しておりませ

ん。 

  

子会社株式及び関連会社株式（貸借対照表計上額  子会社株式17,600千円、関連会社株式12,500千

円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、記載しておりませ

ん。 

  

  

 
  

(有価証券関係)

前事業年度(自 平成21年10月１日 至 平成22年９月30日)

当事業年度(自 平成22年10月１日 至 平成23年９月30日)

(税効果会計関係)

前事業年度
(平成22年９月30日)

当事業年度
(平成23年９月30日)

 

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産

  賞与引当金 28,571千円

  退職給付引当金 75,672千円

  貸倒引当金 225,505千円

  法人税法上の繰越欠損金 222,064千円

    投資有価証券評価損 22,899千円

その他 13,971千円

 繰延税金資産小計 588,683千円

 評価性引当額 △519,663千円

 繰延税金資産合計 69,020千円

繰延税金負債

  再評価に係る繰延税金負債 17,679千円

 

 

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産

  賞与引当金 21,483千円

  退職給付引当金 71,755千円

  貸倒引当金 222,202千円

  工事損失引当金 14,880千円

  固定資産減損損失 11,306千円

  法人税法上の繰越欠損金 140,959千円

    投資有価証券評価損 22,899千円

その他 7,008千円

 繰延税金資産小計 512,495千円

 評価性引当額 △492,195千円

 繰延税金資産合計 20,300千円

繰延税金負債

  再評価に係る繰延税金負債 9,496千円

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の主要な項目別の内訳

法定実効税率 40.6％

（調整）

住民税均等割等 5.2％

過年度法人税等 2.3％

交際費等永久に損金に算入 

されない項目
2.3％

評価性引当額 △59.3％

その他 0.0％

税効果会計適用後の 

法人税等の負担率
△8.9％

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の主要な項目別の内訳

法定実効税率 40.6％

（調整）

住民税均等割等 6.4％

留保金課税 6.1％

交際費等永久に損金に算入 

されない項目
2.3％

評価性引当額 △14.6％

その他 0.6％

税効果会計適用後の 

法人税等の負担率
41.4％
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(注) １株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

 
  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

(１株当たり情報)

前事業年度
(自 平成21年10月１日
至 平成22年９月30日)

当事業年度
(自 平成22年10月１日
至 平成23年９月30日)

１株当たり純資産額 289.08円 １株当たり純資産額 298.40円

 
１株当たり当期純利益 29.51円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、

潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 
１株当たり当期純利益 13.31円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜

在株式が存在しないため記載しておりません。

前事業年度
(自 平成21年10月１日
至 平成22年９月30日)

当事業年度
(自 平成22年10月１日
至 平成23年９月30日)

１株当たり当期純利益

当期純利益 187,965千円

普通株主に帰属しない金額 ―千円

普通株式に係る当期純利益 187,965千円

普通株式の期中平均株式数 6,369千株

１株当たり当期純利益

当期純利益 84,784千円

普通株主に帰属しない金額 ―千円

普通株式に係る当期純利益 84,784千円

普通株式の期中平均株式数 6,369千株 

(重要な後発事象)

前事業年度(自 平成21年10月１日 至 平成22年９月30日)

当事業年度(自 平成22年10月１日 至 平成23年９月30日)
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該当事項はありません。 

  

１ 新任取締役候補  

該当事項はありません。 

２ 退任予定取締役 

取締役 齋藤 和則（現 当社取締役 モバイル事業担当） 

取締役 鎌田 和徳（現 当社取締役 渉外担当） 

(注) 退任予定取締役は、任期満了による退任の予定であります。 

  

該当事項はありません。 

  

６．その他

（１）役員の異動

① 代表者の移動

② その他の役員の異動（平成23年12月22日予定）

（２）その他
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